
就業構造基本調査でみる鳥取県

　就業構造基本調査は、国民の就業・不就業の実態を種々の観点から捉え、就業構造を詳細に明らかにするもので、全国の世帯
から無作為に選定した約４７万世帯、鳥取県では約７，８９０世帯に平成２４年１０月１日現在で実施されました。
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有業者（男性） 有業者（女性） 有業率

0

有業者について男女別にみる
と、男性が１５８，３００人、女性
が１３１，３００人となっています。

１５歳人口に占める有業者の
割合（有業率）は、全体が過去
最低の５７．５％で、５年前と比
べ２．７ポイント低下しています。

従業上の地位、雇用形態別有業者数及び構成比（平成9～24年）
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有業者（男女合計）について、所
得（主な仕事からの年間収入）を
階級別の割合でみると「１００～１９
９万円」が２４．８％で最も高く、次
いで「２００～２９９万円」が２１．
０％、「１００万円未満」が１６．４％
となっており、５００万円未満の割
合が８１．５％となっています。

また、男女別にみると、男性は
「２００～２９９万円」が最も多く、女
性は「１００～１９９万円」が最も多く
なっています。

男女別有業者数及び有業率の推移（昭和31～平成24年）

男女別、所得階級別有業者数（平成24年）

有業者を従業上の地位
別の構成でみると、自営
業主と家族従業者の割合
が減少する一方で、雇用
者（役員を除く）に占める
非正規就業者（パート、ア
ルバイト等）の割合が高
まっています。
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非正規就業者比率が
増加傾向

有業率は過去最低

年収５００万円未満が
全体の約８割

（派遣社員、契約社員を含む）
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